
信州⼤学のDX推進戦略

令和５年5⽉



Agenda

DX推進体制の整備

体制の充実

自治体・企業からの事務スタッフ協力

事業資金調達

DX推進人材の確保

大学職員向けDX研修

教職学協働によるDX推進

地域との連携（信州ＤＸ推進コンソーシアム）

信州⼤学 3



DX推進体制の整備

信州⼤学 4



信州⼤学 5

DX推進体制の整備
学⻑

教育・学⽣⽀援
機構

⾼等教育研究センター

e-Learningセンター

教職⽀援センター
（教員免許更新⽀援
センターを統合）

キャリア教育・
サポートセンター

学⽣相談センター

アドミッション
センター

学⽣総合⽀援センター

機構⻑

学術研究・産学官
連携推進機構

基盤研究⽀援センター

信州地域技術メディカル
展開センター

オープンベンチャー・
イノベーションセンター

遺伝⼦・細胞治療研究
開発センター

国際科学イノベーション
センター

機構⻑

【新設】
グリーン社会協創

機構

環境マインド推進
センター

地域防災減災
センター

機構⻑

【新設】
情報・DX推進機構

総合情報センター

【新設】
DX推進センター

機構⻑



DX推進体制の整備

信州⼤学 6

信州⼤学 情報・DX推進機構

県・⾃治体 企業

機構⻑︓理事（情報・DX担当）

信州DX推進コンソーシアム

DX推進センター
・RPA・AI基盤の構築
・DXスキル⼈材育成
・デジタル業務改善

センター⻑︓理事（情報・DX担当）
教員

情報基盤センター
・情報基盤の構築・運⽤
・情報セキュリティ対応

情報基盤センター⻑
教員
技術職員

DX推進セクション
・DX戦術サポート
・RPA・AI基盤構築ノウハウ共有
・DXスキル教育カリキュラム共有
・デジタル業務改善事例共有

医療情報部
・病院情報基盤の構築・運⽤

情報部⻑
副情報部⻑
技術職員

事務局

室⻑︓理事(情報・DX担当）
会議メンバー:
副学⻑(学術情報・附属図書館担当)
情報基盤センター⻑
DX推進センター⻑
e-Learningセンター⻑
医療情報部⻑

SUSIRT
・インシデント対応

チーム⻑︓理事（情報・DX担当）
教員， 技術職員

e-Learningセンター
・ICT活⽤教育⼿法の構築・運⽤
・運⽤ログを⽤いた教育質保証評価

e-Learningセンター⻑

情報・DX戦略本部
（現︓情報戦略推進本部）
・情報基盤戦略策定
・DX戦略策定

・職員対象のITスキル向上、
RPA実習講習の実施
・職員人材育成体系の構築

情報・DX推進戦
略の策定組織

情報・DX推進戦
略の実施組織

情報・DX推進
に関する
地域貢献組織
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DX推進体制の整備

体制の充実

自治体・企業からの事務スタッフ協力

事業資金調達

DX推進人材の確保

大学職員向けDX研修

教職学協働によるDX推進

地域との連携（信州ＤＸ推進コンソーシアム）

信州⼤学 7



体制の充実 ⾃治体・企業からの事務スタッフ協⼒

信州⼤学 8

企業・⾃治体との包括連携協定

2021.3 KDDI様 （教育・産業・通信等多分野での連携）

2022.4 UiPath様 （RPAによる業務⾃動化分野での連携）

2022.4 塩尻市様 （ＤＸ推進での事業連携）

PRA利⽤講習講師、
開発メンター

職員2名が交代で⼤学に
週4⽇常駐

職員1名が⼤学に
週5⽇常駐



Agenda

DX推進体制の整備

体制の充実

自治体・企業からの事務スタッフ協力

事業資金調達

DX推進人材の確保

大学職員向けDX研修

教職学協働によるDX推進

地域との連携（信州ＤＸ推進コンソーシアム）

信州⼤学 9



体制の充実 事業資⾦調達

信州⼤学 10

学部・⼤学院研究科等の学内組織

総合情報
センター
情報・DX
担当理事

学⻑直下で推進

機構⻑

信州⼤学⻑ 経営協議会

役員会
戦略企画会議

信
州
Ｄ
Ｘ
推
進

コ
ン
ソ
*
シ
ア
ム

設置概要/活動
テーマ

参加団体
2022.7時点

DX⼈材育成事業 DXサービス実証/社会実装事業

９ 団体※1⾃治体 ７ 団体※2企業⼤学

DXによる誰もが暮らしやすい地⽅社会を実現するため、DX⼈材育成や、デ
ジタル技術活⽤による地域課題解決を⾏う推進産学官参加型コンソーシアム

※1 ⻑野市/松本市/須坂市/伊那市/駒ケ根市/茅野市/塩尻市/安曇野市/⾼森町
※2 NECネッツエスアイ㈱、NTT東⽇本㈱、㈱Goolight、KDDI㈱、中部テレコミュニケーション㈱、

UiPath㈱、rakumo㈱2022.7設⽴

情
報
・
Ｄ
Ｘ

推
進
機
構

2022.4設置

新規採⽤ 再配置
⻩⾊部分が新規組織範囲

組織の学内配置と役割

・職員向け
DX⼈材育成
・DXツール活⽤
による業務改⾰
・オープンサイ
エンス推進

・リカレント教
育基盤構築
・地域ニーズを
踏まえた学⽣
カリキュラム
更新⽀援

教育DX
部⾨

地域DXプロジ
ェクトチーム

(※)

地域DXプロジェ
クト組成/運営

⼤学DX推進成果共有
（ナレッジ・ノウハウ）

・コンソーシアム運営
・地域課題発掘
・DXプロジェクト創出
・DX事業社会実装伴⾛

・リスキリング (カリ
キュラム構築・教材
作成・研修開催・リカ
レント教育基盤提供）

機構⻑が会⻑
兼務

会⻑

2023年度整備2022年度整備済

地域DX
部⾨

NEW
経営/研究DX
部⾨

NEW

・学内DX戦略
策定/推進統括
・学部・機構等
部⾨間調整

・学内情報基盤
整備・強化
・セキュリティ
対応

総合情報
センター

情報・DX
推進本部

NEW

⼤学DX(教育DX/研究DX/経営DX)の統括・主導を担う
情報・DX推進機構を体制強化地域DXを推進する体制を構築

学内の複数の情報システム運⽤部⾨が学内シ
ステムを運⽤しているが、⼤学全体のDX戦略
を策定し、事業横断的に推進する体制がない。

⼤学DX推進における課題

・4⽉に機構を設置し教員9名を配置。
（7名再配置、2名学⻑裁量で採⽤）

・学内のDXに着⼿。

2022年度打ち⼿（実施済み）

①DX関連の相談が増える⼀⽅、現状各部局
教員が個別対応しており、対応可能な量・
質ともに限界

②個別対応では取り組み効果も限定的
③社会実装が重要であることから、ビジネス

モデル構築などの実務経験者の確保が必要

①機構に３部⾨を新設し機能拡充。地域DXを
組織的に主導・推進する体制構築

②地域の多様なDXニーズに応えるため、DX
推進本部が横串で学部等と調整し、地域
DX部⾨が学内プロジェクトチームを組織

③実務経験者の採⽤により社会実装⼒を強化
④教育DX部⾨においてDXに特化した⼈材育

成カリキュラムを構築

地域DX推進における課題

分野間連携調整

・7⽉にコンソーシアムを設⽴
⇒ 産学官連携推進の基盤確保

2022年度打ち⼿（実施済み）

2023年度打ち⼿（今回の組織整備）

連携先(例) SUSIRT 学術研究・産学官
連携推進機構

⾼等教育研究
センター

図書館

医療情報部IR室 教育・学⽣⽀
援機構

e-Learning
センター

NEW

(※)地域DXプロジェクトチームについ
て

地域課題解決に取り組む部局横断プロジェクトチーム。地域DX部⾨が統括し、複数部局の教
員が参画する。地域交通・防災・エネルギー・医療など⼀定の分野ごとにチームを編成。 推進

令和５年度 教育研究組織改⾰分（組織整備）



Agenda

DX推進体制の整備

体制の充実

自治体・企業からの事務スタッフ協力

事業資金調達

DX推進人材の確保

大学職員向けDX研修

教職学協働によるDX推進
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信州⼤学 11



DX推進⼈材の確保 ⼤学職員向けDX研修

信州⼤学 12

事務系職員を対象とした⼈材育成研修

７⽉ ８⽉ ９⽉ 11⽉10⽉ 1ー２⽉12⽉

研修①DXの基礎／管理職向け

DXアセスメント

DX研修
計画説明

研修①DXの基礎・研修②DXの実践(リテラシー・企画/⽴案)
／主任・主査層向け

ＩＴ⼒向上研修実施

RPA研修(※1)

理事(情報・DX担当)
より職員へ説明

常勤事務・技術
全職員対象

基礎的な知識を前提とし、
各業務に即したスキルや知⾒を獲得
基礎的な業務経験やICTに関する知識を前提とし、
業務を改善、変⾰していくための知⾒を獲得する
全ての職員が知っておくべき、
業務を実施するために必要な基礎的なレベル

基礎

⼊⾨

応⽤

DX⼈材
育成研修
（※2）

（※1）
RPAによる業務効率化研修の様⼦。
連携協定を結ぶUiPath(株)と、
RPA開発のスキルをもつ職員が
講師となり、３か⽉間にわたる
研修を実施した。
２０２２年度は約２０名が参加した。
医学部附属病院では、すでに
ＲＰＡによる効果が出ている。

（※2）
次期管理職となる職層を対象
としたＤＸ⼊⾨研修の様⼦。
２０２２年度は、約５０名が
参加した。
主任・主査層向け研修と併せて、
信州ＤＸ推進コンソーシアム
会員にも⾒学として開放した。



DX推進⼈材の確保 DX⼈材育成後の⽬指す姿

信州⼤学 13

各部局に継続的に情報基盤を⽀える⼈材の育成（バーチャルな連携組織体制）

情報・DX推
進機構

国
際
部

学
務
部

総
務
部

財
務
部

経
営
企
画
部

研
究
推
進
部

環
境
施
設
部

連携

DX推進のため，

・基本的には、各部局の業務を⾏う
・引き続き定期的に情報技術の勉強会を実施
・横の連携により、DX推進を共同で担う
・⼈事異動でも、この連携が維持できるように配慮

DX⼈材を年10〜20⼈程度育成
各部局に⼈材を配置し横連携でDXを推進

⼈事部⾨とともに体制づくり・⼈事評価の仕組みを検討する必要がある
各部局に配置された⼈員がDXに取り組めるよう業務量を減らす必要がある
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DX推進⼈材の確保 教職学協働によるDX推進

信州⼤学 15

DX推進センター内に
ＤＸ推進ﾀｽｸﾌｫｰｽを設置

⼤学DXを加速化するため、学⽣スタッフを雇⽤し、
教員・職員とともに、ノーコード・ローコード開発
業務や、地域DX推進サービス開発に取り組む。

想定業務



DX推進⼈材の確保 教職学協働によるDX推進

信州⼤学 16

若⼿職員によるアイデアソン

⼊職５年⽬以内
A F

E

DC

B

⼊職６〜10年⽬

○若⼿の柔軟な発想で⾃由な
アイデア出し（実現難度は不問）
○ファシリテーターや有識者として
先輩職員・上司が若⼿職員を
サポート

○⼀定程度経験を積んだ職員が
●実現の⾒込み・プロセス
●アプローチする業務区分を検討
○実現⾒込のあるアイデアを
関係部署に提案・合意形成

A F

E

DC

B

その他（総務・財務等）の側⾯からアプローチ

・業務の統⼀
・業務⾒直し
・規程改正 等

C D

DX的側⾯からアプローチ

業務のシステム化
（内製開発）A E

概要

① ⼊職５年⽬以内の職員によるアイデアソン実施
② ①で出されたアイデアについて、⼊職６〜10年⽬の職員がこれまでの経験を基に実現⾒込を検討
③ 実現⾒込アリと判断されたアイデアを関連部署に業務改善案として提案
➡内製開発は業務システム開発を主とした「DX推進タスクフォース（R5.4設置予定）」にて対応
（リソースは学⽣の事務補佐員雇⽤を予定）

◎ ①・②を「総務系」「財務・研究⽀援系」「学務系」の３グループで実施
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信州⼤学 20



地域との連携（信州ＤＸ推進コンソーシアム） 概要

信州⼤学 21

教育機関 企業⾃治体

DX⼈材育成

信州⼤学情報・DX推進機構

デジタル技術を活⽤した地域課題解決事業の取組み推進

地域課題の共有
DX事業実証フィールド提供 ソリューション提供DXノウハウ共有（リカレント教育など）

DX技術開発 学⽣関与

DX⼈材育成（⼀例） 地域課題解決の取り組み（⼀例）
・DX⼈材育成基本⽅針などの計画策定⽀援
・DX⼈材育成のための各種研修の実施 And more…

・DX推進計画策定
⽀援

DX基礎研修

ビジネスプロデューサー向け研修

ビジネスデザイナー研修

データサイエンティスト研修

エンジニア研修

（IPA「IT⼈材⽩書」よりDX⼈材定義を⼀部抜粋）

・DX技術を活⽤し
たまちづくりの
社会実装

（⽂科省HPより抜粋）

防災DX

環境DX

医療DX

庁内DX

UXデザイナー研修

ラーニングパス
イメージ

スマートシティP/F

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）により地域の諸課題を解決し、
地域の⼈々が安⼼して暮らせる持続可能な地域社会を実現するため、教育機関、
国・地⽅公共団体、企業等の幅広い関係者が相互に連携・協⼒し、⼈材育成や
デジタル技術を活⽤したサービスの創出・実証実験・社会実装に取り組む。

⽬ 的

主な取組
テーマ

運営主体
・事務局 設置⽇ 令和４年７⽉２５⽇



研究教育機関

企業⾃治体

・地域課題収集基盤の確⽴
・実証フィールド獲得
・社会実装に向けた研究深化
・リカレント教育の推進
・持続可能な地域社会の形成
・実践的・先進的な企業の⼈材育成
カリキュラムの活⽤

地域との連携（信州ＤＸ推進コンソーシアム）活動のメリット

信州⼤学 22

・職員や地域企業等のスキル強化に
よるDX⼈材増強
・地域DX事業の実証・社会実装による
課題解決・持続可能な地域社会の形成
・⼤学/企業等との⼈脈形成

・⼤学/⾃治体の動向把握
・産学官連携活動推進による与信向上
・プロジェクト推進時の資⾦獲得などの
場⾯での本枠組みの活⽤
・企業同⼠の連携関係構築



地域との連携（信州ＤＸ推進コンソーシアム）全体スケジュール

信州⼤学 24

2022年度 2023年度-2026年度 2027年度

地域課題解決に向けた実証/社会実証事業の実施

実証A（実証テーマは今後決定）

実証B

実証X

社会実装
（サービスイン）資⾦調達

資⾦調達

資⾦調達

実証内容の検討デジタル技術を
活⽤した地域課
題解決事業の取
組み推進

DX⼈材育成事
業

初期基礎
研修実施

DX⼈材の定義と研修
メニュー検討

必要に応じて基礎研修は継続

教材開発

必要な⼈材に合わせた研修実施

A⼈材向け研修
B⼈材向け研修

C⼈材向け研修

X⼈材向け研修

・2022.7 コンソーシアム設⽴
・DX⼈材育成基礎研修実施
・次年度以降の本格事業実施
内容の検討事業

メニュー

全体スケジュ
ール・⽬標等 ・各種DX⼈材育成研修の実施

・（⾃治体要望に応じて）地域課題解決に向けたDX技術実証の
実施（資⾦調達含む）

・実証事業サービスイン

A⼈材向け研修
B⼈材向け研修

C⼈材向け研修

X⼈材向け研修

……
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第1回総会（7/25）

2022年7-8⽉ 2022年９-10⽉ 2022年11⽉-12⽉

DX⼈材育成
事業

2023年1-3⽉

第2回総会（9/末） 第3回総会（11/末） 第4回総会（2/末）

デジタル技術を
活⽤した地域課
題解決事業の取
組み推進

・DX⼊⾨研修の開催
・次年度研修内容検討

・実証事業の検討

・コンソ活動概要説明
・コンソ会則承認
・参画団体紹介

・DX⼊⾨研修講座案内
・DXシーズ・ニーズ
募集案内

・DX⼊⾨研修講座状況
報告
・DXシーズ・ニーズ
募集結果報告

・DX⼊⾨研修講座実施
結果報告
・次年度ＤＸ実証事業
候補絞り込み

研修内容・受講⽅法
など意⾒収集

ＤＸ⼊⾨研修実施（希望団体）
(10⽉〜1⽉)

次年度研修・セミナー案など
意⾒収集

意⾒収集内容イメージ
研修対象者
開催時期
開催場所・⽅法
研修内容 など

各⾃治体で実践されるＤＸ事業⽀援（希望団体のみ）

ニーズ・シーズ
マッチング

⾃治体・企業DXニーズ募集
企業DXシーズ募集
⼤学のDXシーズ収集

資⾦確保など
（状況によりは前倒し）

・⼤学で実践中の
DX⼊⾨講座⾒学

信州⼤学で実施中のDX⼈材育成講座⾒学
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第1回総会 - 5/25(⽊)

2023年4-6⽉ 2023年7-9⽉ 2023年10⽉-12⽉

DX⼈材育成
事業

2024年1-3⽉

第2回総会 - 8/24(⽊) 第3回総会 - 11/9(⽊) 第4回総会 - 2/14(⽔)

デジタル技術を活⽤した
地域課題解決事業の取組

み推進

・2023活動計画説明説明
・⾃治体向けDXマインド醸成研修
ご案内
・⾃治体/企業の皆様と信⼤との
取り組みご紹介

・⾃治体向け課題発掘WSご案内
・研修/テストベッド等各事業検討
状況等報告
【討議テーマ（案）】
デジタルディバイド対策

・企業向けデジタル⼈材育成事業
ご案内
・研修/テストベッド等各事業状況
報告
【討議テーマ（案）】地域医療

・研修/テストベッド等各事業状況
報告
【討議テーマ（案）】未定

参画団体の皆様からの相談・要望等のヒアリングとマッチング

⾃治体向け
DXマインド醸成研修

⾃治体向け課題
発掘ワークショップ

企業向けデジタル
⼈材育成研修

⾃治体向けDXマインド醸成研修
参加団体募集

7/4(⽕)研修開催

録画視聴(2ヶ⽉間)

⾃治体向け課題発掘ワークショップ
企画検討 参加団体募集 (10⽉)研修開催

企業向けデジタル⼈材育成事業
企画検討 教材等開発

参加者募集パンフ制作
講座実施（1-2⽉）

※事業採択の場合のみ

継続
実施

テストベッド構築
実証事業

サービス開発ニーズ
調査・マッチング事業

テストベッド構築実証事業
企画検討
通信システム構築

実証実施

⾒学会開催

まとめ・振り返り 継続
実施

セキュリティ対策事業

デジタルアーカイブ事業 希望団体による事業化検討 資⾦調達

希望団体による事業化検討 事業実施

希望団体による事業化検討

１

２

３

４

５
６
７

次年度企画検討


